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・被災地在住者としての活動
・被災地外支援者としての活動

・網羅型の活動
・課題型の活動
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① ② ③ ④

発災後約１週間 仮設入居まで 約１年後まで

被災者全員に共通
のニーズ

↓
官・産・民 総力

で大量・広域

・物資供給
・避難所運営支援
（清掃・調理など）

・医療・健康管理

→継続→縮小
→継続→縮小

→継続→縮小
・地域支援 →継続→縮小

少数の被災者の
特別なニーズ

↓
官・産・民の専門性を

ピンポイントで

・軽度の要介護者
・精神的要支援者
・外国人（言語）
・障がい者・高齢者など
→所在確認＋個別支援

→深刻度に応じて
被災地外への移送・転出
または継続的支援
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１．災害時のボランティア活動への無理解←行政職員も
・被災地でのボランティア活動に臨む姿勢の欠如
・地域性やコミュニティに配慮できない支援者
・全ての支援を行うことを良とする、いつまでも支援する

２．立場による違い
・互助、授援力、活援力の必要性←被災地の認識不足
・いつかは帰るということ←やりっ放し、無理強い

３．活動対象の違い←広域連携
・地域を面で捉えて活動する団体←自治会・消防団など
・地域を点で支える団体←障がい者団体・災害救援団体など

４．時系列
・先を見通して活動を組み立てる

５．多様な団体との連携←情報の共有
・役割分担の確認が出来ていない、各団体の繋がりがない ３



１．災害と災害ボランティア活動の理解・啓発
２．役割分担の確認（行政・団体、地域で繋がりをつくる）
３．災害時要援護者の仕組みづくり←行政や関係機関と

・把握と支援確認（情報共有）
・福祉避難所の整備（当事者の声を反映）
・要援護者を含む避難訓練←目的を明確に、何度も行う
・特殊備蓄品

４．情報収集と発信の確認（個別、現在進行形の情報も）
５．避難所運営訓練（別資料）
６．災害ボランティア育成
７．日常的な減災ネットワーク構築
８．全国的な災害救援活動者との繋がりづくり
９．過去の教訓を学ぶ（真実）
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